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１．平成24年３月期の業績（平成23年４月１日～平成24年３月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年３月期 6,036 22.8 7 ― 124 ― 82 ―

23年３月期 4,915 △33.8 △330 ― △237 ― △253 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年３月期 5 74 ― 3.5 1.6 0.1

23年３月期 △17 54 ― △10.1 △3.5 △6.7

(参考) 持分法投資損益 24年３月期 15百万円 23年３月期 13百万円

（２）財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年３月期 8,289 2,411 29.1 167 13

23年３月期 6,881 2,316 33.7 160 51

(参考) 自己資本 24年３月期 2,411百万円 23年３月期 2,316百万円

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年３月期 568 △207 △373 525

23年３月期 △26 △60 183 535

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年３月期 ― ― ― 4 00 4 00 57 ― 2.3

24年３月期 ― ― ― 4 00 4 00 57 69.7 2.4

25年３月期(予想) ― ― ― 4 00 4 00 ― 72.2 ―

３．平成25年３月期の業績予想（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 6,500 7.7 50 535.8 100 △19.7 80 △3.3 5 54

KF14
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・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

  

  

※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無
 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無
 ④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年３月期 14,520,000株 23年３月期 14,520,000株

② 期末自己株式数 24年３月期 90,062株 23年３月期 86,959株

③ 期中平均株式数 24年３月期 14,431,572株 23年３月期 14,436,237株

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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 当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により低下した経済活動が回復基調となり

ましたが、円高の長期化、タイで発生した洪水によるサプライチェーンの混乱、欧州財政不安の再燃

など、先行き不透明な状況で推移しました。 

 このような経済状況の下、当事業年度における当社売上高は、包装機械、生産機械ともに売上高が

伸張し、特に大型プロジェクト関連新規設備が売上に至ったことから、60億３千６百万円（前年同期

比11億２千１百万円、22.8％増）となりました。 

 利益面については、売上原価率が77.2％（前年同期は75.4％）へ悪化したものの、売上高の増加に

より売上総利益13億７千５百万円（前年同期比１億６千５百万円、13.7％増）、営業利益７百万円

（前年同期は３億３千万円の損失）となりました。経常利益については、一定の営業外収益を確保し

たことから、１億２千４百万円（前年同期は２億３千７百万円の損失）、当期純利益８千２百万円

（前年同期は２億５千３百万円の損失）となりました。 

 各事業別の結果は次のとおりです。 

 包装機械事業においては、銘産品・贈答品包装機が好調だったほか、ラインシステムの受注が増加

しましたが、輸出の落ち込み等から、売上高36億１千万円、営業利益６千７百万円となりました。 

 生産機械事業においては、大型プロジェクトの売上の大幅な増加に加え、その他生産機械の売上も

堅調に推移したことから、売上高24億２千５百万円、営業利益４億５千４百万円となりました。 

 また、全社の共通費は５億１千４百万円となったことから、営業利益は７百万円となりました。 

 包装機械事業および生産機械事業の総売上高のうち海外顧客向けは、前年同期に比べ11億８千３百

万円増加し21億４百万円となりました。   

  

 
  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

 ①当期の経営成績                   

（単位：百万円）

売上高 営業費用 営業利益

包装機械 3,610 3,543 67

生産機械 2,425 1,970 454

共 通 費 ─ 514 △514

合   計 6,036 6,028 7
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今後の見通しにつきましては、円高基調の継続、欧州財政不安等、わが国経済を取り巻く環境は依

然として厳しい状況が続くものと予想されます。また、電力供給の制約による様々な影響や消費の落

ち込み等から更なる景気の停滞も懸念されており、先行きの不透明感が増大する方向で推移するもの

と予測されます。 

 包装機械業界におきましても、医薬品、食品業界向け設備投資は比較的堅調に推移してきたもの

の、景気の停滞・先行き不透明感からお客様が設備導入を抑えられることも想定され、厳しい環境と

なることが懸念されます。 

 このような状況の下、平成25年３月期につきましては、包装機械部門は、引き続き銘産品・贈答品

包装機やラインシステムを中心に前期を上回る売上高を確保できるものと考えております。生産機械

部門につきましては、引き続き大型プロジェクトの引き合いをいただいており、前期を上回る売上が

見込まれます。一方利益面では、今期販売予定案件に開発要素が多く採算面で厳しいものがあること

から、大幅な伸びは期待しづらい状況にありますが、製造方法の見直し等、コスト削減を推進し、収

益を確保していく所存です。 

 このような状況から当社の平成25年３月期の通期業績見込みは、売上高65億円（前年同期比7.7％

増）、営業利益５千万円（前年同期比535.8％増）、経常利益１億円（前年同期比19.7％減）、当期純

利益８千万円（前年同期比3.3％減）を見込んでおります。 

 事業別セグメントの業績は、包装機械部門においては売上高38億円（前年同期比5.2％増）、生産機

械部門においては売上高27億円（前年同期比11.3％増）と両部門とも前期に対して増収を見込んでお

ります。 

  

（資産） 

流動資産は、前事業年度末に比べて49.2％増加し、40億４千４百万円となりました。これは、受取

手形が９千３百万円減少したのに対し、売掛金が７億９千万円、仕掛品が４億７千万円それぞれ増加

したことなどによります。 

 固定資産は、前事業年度末に比べて1.8％増加し、42億４千５百万円となりました。これは、繰延

税金資産が６千５百万円減少したのに対し、投資有価証券が１億９千３百万円、保険積立金が４千６

百万円それぞれ増加したことなどによります。 

 この結果、総資産は、前事業年度末に比べて20.5％増加し、82億８千９百万円となりました。 
  

（負債） 

流動負債は、前事業年度末に比べて55.6％増加し、39億８千１百万円となりました。これは、短期

借入金が２億９千万円減少したのに対し、前受金が９億６千８百万円、支払手形が３億７千９百万円

それぞれ増加したことなどによります。 

 固定負債は、前事業年度末に比べて5.4％減少し、18億９千６百万円となりました。これは、社債

が６千万円、長期借入金が１千５百万円それぞれ減少したことなどによります。 

 この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて28.8％増加し、58億７千８百万円となりました。 
  

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末に比べて4.1％増加し、24億１千１百万円となりました。これは、そ

の他有価証券評価差額金が７千万円増加したことなどによります。 

  

 ②次期の見通し                

（２）財政状態に関する分析

 ①資産、負債及び純資産の状況                   
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当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比

べて１千万円減少し、５億２千５百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、５億６千８百万円（前年同期は２千６百万円のキャッシュ・アウ

ト）となりました。これは主に売上債権の増加６億９千６百万円やたな卸資産の増加５億３千９百万

円などによる減少と、前受金の増加９億６千８百万円や仕入債務の増加５億９千７百万円などによる

増加の結果であり、前年同期に比べて５億９千５百万円の資金の増加となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果使用した資金は、２億７百万円（前年同期比244.9％増）となりました。これは主

に保険積立金の払戻による収入４千１百万円などによる増加と、保険積立金の積立による支出１億１

千万円や投資有価証券の取得による支出１億３百万円などによる減少の結果であり、前年同期に比べ

て１億４千６百万円の資金の減少となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

財務活動の結果使用した資金は、３億７千３百万円（前年同期は１億８千３百万円のキャッシュ・

イン）となりました。これは主に長期借入れによる収入１億５千万円などによる増加と、短期借入金

の減少２億９千万円や長期借入金の返済９千３百万円などによる減少の結果であり、前年同期に比べ

て５億５千７百万円の資金の減少となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 (注)1．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

   2．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

    3．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て 

     の負債を対象としています。 

   4．平成21年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・ガバ 

         レッジ・レシオについては、連結として開示したため、記載しておりません。 

      5. 平成22年３月期及び平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及び 

     インタレスト・ガバレッジ・レシオについては、キャッシュ・フローがマイナス 

     のため表示しておりません。   

  

 ②キャッシュ・フローの状況

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率(%) 26.3 40.3 33.7 29.1

時価ベースの自己資本比率(%) 19.1 28.1 22.0 18.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(%)

― ― ― 292.7

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

― ― ― 18.2
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当社は、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続

していくことを基本方針としております。内部留保金につきましては、将来の事業強化に必要な新製品

開発、業務効率化投資、生産設備投資等に充当しております。 

  当期の期末配当金につきましては、安定した配当を継続するという経営の基本方針から、前期と同様

に１株につき４円を予定しております。 

  また、平成25年３月期につきましても、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確

保しつつ、１株につき４円（期末４円）の配当を見込んでおります。 

  

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、株式会社東京自働機械製作所、子会社１社及び関連会社

１社により構成され、包装機械、生産機械の製造販売を主な事業の内容としております。 

  当社グループにおける「包装機械」「生産機械」の事業の位置づけは次のとおりであります。 

  

  包装機械    当社が製造販売するほか、関連会社東京施設工業株式会社が製造を行ってお 

          ります。 

  生産機械    当社が製造販売するほか、関連会社東京施設工業株式会社が製造を行ってお  

          ります。      

  

  事業系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

２．企業集団の状況
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平成20年３月期決算短信（平成20年５月16日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略します。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

   http：//www.tam-tokyo.co.jp 

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）) 

   http：//www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

当社は、経営指標として、社員一人当たり売上高３千万円、営業利益率５％を目指すこととしてお

り、この達成に向けて取り組んでおります。 

  

当社を取り巻く経営環境は、電力需給不安や欧州財政危機など先行きの不透明感から依然として厳し

い状況が続いています。  

このような状況の下、当社は、平成24年４月からスタートする第３次中期経営計画を策定しました。

本計画において当社は、「包装機械メーカー」から「包装価値創造企業」へ脱皮することを目指してお

り、その実現に向け、企業体質の強化と環境変化に柔軟に対応しうる企業となるべく以下の諸課題達成

を基本方針に掲げております。 

当社が対処すべき課題は、 

  ①一定の売上高と安定利益を確保する。 

 ②重点分野の活動展開を強化する。 

 ③工場生産の仕組みを見直すなど製造コストの削減を行なう。 

 ④人材を育成する。 

ことであり、これらの達成により企業力を高め、継続的な成長を目指す所存です。 

  

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 690,480 680,107

受取手形 137,015 43,191

売掛金 1,019,274 1,809,408

商品及び製品 241,061 310,046

仕掛品 507,013 977,856

原材料及び貯蔵品 9,408 8,561

前渡金 16,348 67,268

前払費用 18,927 19,953

繰延税金資産 73,129 75,510

その他 7,814 54,394

貸倒引当金 △9,732 △1,947

流動資産合計 2,710,741 4,044,352

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,669,339 1,670,102

減価償却累計額 △1,274,007 △1,301,810

建物（純額） 395,332 368,291

構築物 227,794 227,794

減価償却累計額 △200,953 △204,420

構築物（純額） 26,840 23,374

機械及び装置 2,065,653 2,066,756

減価償却累計額 △1,896,004 △1,940,181

機械及び装置（純額） 169,649 126,574

車両運搬具 10,400 10,400

減価償却累計額 △10,005 △10,109

車両運搬具（純額） 395 291

工具、器具及び備品 296,809 298,292

減価償却累計額 △286,782 △293,430

工具、器具及び備品（純額） 10,027 4,861

土地 1,496,754 1,496,754

リース資産 68,842 86,154

減価償却累計額 △25,931 △41,772

リース資産（純額） 42,911 44,381

有形固定資産合計 2,141,911 2,064,529

無形固定資産   

借地権 17,320 17,320

ソフトウエア 151,280 113,983

リース資産 14,651 13,495

電話加入権 107 107

無形固定資産合計 183,359 144,906
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 734,180 927,754

関係会社株式 14,093 14,093

従業員に対する長期貸付金 285 －

長期預金 100,000 100,000

破産更生債権等 355 －

長期前払費用 20,365 19,786

保険積立金 477,289 523,931

差入保証金 59,353 59,294

繰延税金資産 428,423 363,187

その他 11,420 34,454

貸倒引当金 △356 △6,600

投資その他の資産合計 1,845,411 2,035,902

固定資産合計 4,170,681 4,245,338

資産合計 6,881,422 8,289,691

負債の部   

流動負債   

支払手形 578,720 958,693

買掛金 233,391 451,398

短期借入金 870,976 580,000

1年内償還予定の社債 60,000 60,000

1年内返済予定の長期借入金 73,200 145,820

リース債務 18,615 20,951

未払金 111,235 170,405

未払費用 33,636 44,215

未払法人税等 12,750 16,919

前受金 375,754 1,344,622

預り金 26,732 28,574

賞与引当金 97,200 95,100

品質保証引当金 39,633 65,023

その他 27,267 －

流動負債合計 2,559,112 3,981,724

固定負債   

社債 680,000 620,000

長期借入金 215,300 199,350

長期未払金 71,023 56,538

リース債務 40,788 39,098

長期預り保証金 88,566 77,421

退職給付引当金 902,816 896,783

環境対策引当金 7,156 7,156

固定負債合計 2,005,650 1,896,347

負債合計 4,564,763 5,878,072
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 954,000 954,000

資本剰余金   

資本準備金 456,280 456,280

資本剰余金合計 456,280 456,280

利益剰余金   

利益準備金 238,500 238,500

その他利益剰余金   

別途積立金 600,000 500,000

繰越利益剰余金 △31,993 93,041

利益剰余金合計 806,506 831,541

自己株式 △16,399 △16,708

株主資本合計 2,200,387 2,225,113

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 116,166 186,358

繰延ヘッジ損益 105 147

評価・換算差額等合計 116,271 186,505

純資産合計 2,316,659 2,411,619

負債純資産合計 6,881,422 8,289,691
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（２）損益計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

製品売上高 4,301,972 5,295,067

商品売上高 613,231 741,465

売上高合計 4,915,203 6,036,532

売上原価   

製品期首たな卸高 176,960 224,898

当期製品製造原価 3,292,878 4,178,502

合計 3,469,839 4,403,401

製品期末たな卸高 224,898 286,143

製品売上原価 3,244,940 4,117,258

商品期首たな卸高 5,079 16,162

当期商品仕入高 470,888 551,135

合計 475,967 567,298

商品期末たな卸高 16,162 23,903

商品売上原価 459,804 543,394

売上原価合計 3,704,745 4,660,653

売上総利益 1,210,458 1,375,879

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 6,754 6,472

広告宣伝費 25,171 50,132

給料 581,285 572,565

賞与 53,936 54,037

賞与引当金繰入額 37,227 35,024

退職給付費用 66,335 58,498

福利厚生費 109,029 118,856

旅費及び交通費 122,413 115,149

支払手数料 65,645 72,399

賃借料 74,466 53,486

貸倒引当金繰入額 4,961 －

減価償却費 13,679 12,647

研究開発費 228,273 76,252

納入試験費 60,255 48,609

その他 91,771 93,882

販売費及び一般管理費合計 1,541,207 1,368,015

営業利益又は営業損失（△） △330,749 7,864
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 312 198

受取配当金 23,568 24,942

受取賃貸料 158,171 127,591

保険返戻金 297 46,749

貸倒引当金戻入額 － 7,763

雑収入 20,821 23,533

営業外収益合計 203,170 230,778

営業外費用   

支払利息 14,700 16,655

社債利息 15,628 14,597

売上債権売却損 － 457

投資有価証券評価損 6,440 100

貸倒引当金繰入額 12 6,572

不動産賃貸費用 66,843 60,418

雑支出 6,067 15,359

営業外費用合計 109,692 114,163

経常利益又は経常損失（△） △237,270 124,479

特別利益   

投資有価証券売却益 － 8,840

特別利益合計 － 8,840

特別損失   

固定資産除却損 103 372

環境対策引当金繰入額 7,156 －

退職給付制度改定損 9,560 －

特別損失合計 16,819 372

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △254,090 132,947

法人税、住民税及び事業税 10,765 10,806

法人税等調整額 △11,627 39,374

法人税等合計 △862 50,180

当期純利益又は当期純損失（△） △253,228 82,767
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（３）株主資本等変動計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 954,000 954,000

当期末残高 954,000 954,000

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 456,280 456,280

当期末残高 456,280 456,280

資本剰余金合計   

当期首残高 456,280 456,280

当期末残高 456,280 456,280

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 238,500 238,500

当期末残高 238,500 238,500

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 310,000 600,000

当期変動額   

別途積立金の積立 290,000 －

別途積立金の取崩 － △100,000

当期変動額合計 290,000 △100,000

当期末残高 600,000 500,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 568,987 △31,993

当期変動額   

剰余金の配当 △57,752 △57,732

別途積立金の積立 △290,000 －

別途積立金の取崩 － 100,000

当期純利益又は当期純損失（△） △253,228 82,767

当期変動額合計 △600,981 125,035

当期末残高 △31,993 93,041

利益剰余金合計   

当期首残高 1,117,487 806,506

当期変動額   

剰余金の配当 △57,752 △57,732

別途積立金の積立 － －

別途積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △253,228 82,767

当期変動額合計 △310,981 25,035

当期末残高 806,506 831,541

自己株式   

当期首残高 △15,848 △16,399

当期変動額   

自己株式の取得 △550 △309

当期変動額合計 △550 △309

当期末残高 △16,399 △16,708
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本合計   

当期首残高 2,511,920 2,200,387

当期変動額   

剰余金の配当 △57,752 △57,732

当期純利益又は当期純損失（△） △253,228 82,767

自己株式の取得 △550 △309

当期変動額合計 △311,532 24,725

当期末残高 2,200,387 2,225,113

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 177,839 116,166

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △61,673 70,192

当期変動額合計 △61,673 70,192

当期末残高 116,166 186,358

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － 105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 105 41

当期変動額合計 105 41

当期末残高 105 147

評価・換算差額等合計   

当期首残高 177,839 116,271

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △61,567 70,233

当期変動額合計 △61,567 70,233

当期末残高 116,271 186,505

純資産合計   

当期首残高 2,689,759 2,316,659

当期変動額   

剰余金の配当 △57,752 △57,732

当期純利益又は当期純損失（△） △253,228 82,767

自己株式の取得 △550 △309

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △61,567 70,233

当期変動額合計 △373,100 94,959

当期末残高 2,316,659 2,411,619
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（４）キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △254,090 132,947

減価償却費 143,386 148,764

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20,846 △1,541

賞与引当金の増減額（△は減少） △93,981 △2,100

品質保証引当金の増減額（△は減少） △33,185 25,390

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37,344 △6,032

その他の引当金の増減額（△は減少） 7,156 －

受取利息及び受取配当金 △23,880 △25,141

支払利息 30,328 31,253

為替差損益（△は益） 1,440 △1,289

投資有価証券売却損益（△は益） － △8,840

投資有価証券評価損益（△は益） 6,440 100

固定資産除却損 103 372

その他の損益（△は益） 3,522 8,300

売上債権の増減額（△は増加） △164,190 △696,310

たな卸資産の増減額（△は増加） △45,359 △539,532

仕入債務の増減額（△は減少） 180,639 597,980

未収消費税等の増減額（△は増加） － △46,897

その他の資産の増減額（△は増加） 33,096 △35,676

前受金の増減額（△は減少） 287,116 968,867

未払費用の増減額（△は減少） △10,114 10,619

預り金の増減額（△は減少） △127,407 1,469

預り保証金の増減額（△は減少） △32 △11,145

その他の負債の増減額（△は減少） 32,598 34,141

小計 △9,915 585,702

利息及び配当金の受取額 23,878 25,141

利息の支払額 △31,404 △31,223

法人税等の支払額 △9,466 △10,765

営業活動によるキャッシュ・フロー △26,906 568,854
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △8,132 △4,696

無形固定資産の取得による支出 △21,494 △19,530

投資有価証券の取得による支出 △12,303 △103,419

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 12,168

貸付金の回収による収入 429 285

保険積立金の積立による支出 △68,877 △110,825

保険積立金の払戻による収入 49,367 41,981

その他の支出 △115 △23,340

その他の収入 1,100 365

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,025 △207,012

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 170,770 △290,976

長期借入れによる収入 200,000 150,000

長期借入金の返済による支出 △53,200 △93,330

社債の償還による支出 △60,000 △60,000

リース債務の返済による支出 △15,973 △21,529

自己株式の取得による支出 △550 △309

配当金の支払額 △57,279 △57,359

財務活動によるキャッシュ・フロー 183,766 △373,504

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,440 1,289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 95,394 △10,372

現金及び現金同等物の期首残高 440,085 535,480

現金及び現金同等物の期末残高 535,480 525,107
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 該当事項はありません。 

  

  

  

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1) 子会社株式及び関連会社株式  

      移動平均法による原価法 

  (2) その他有価証券 

      時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

なお、組込デリバティブを区分して、測定することが出来ない複合金融商品は、全体を時価評価

し、評価差額を当事業年度の損益に計上しております。 

      時価のないもの 

        移動平均法による原価法 

  

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法 

    時価法 

  

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  通常の販売目的で保有するたな卸資産  

  (1) 商品・製品・仕掛品 

      先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  (2) 原材料 

      移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  (3) 貯蔵品 

      最終仕入原価法 

  

４ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産（リース資産を除く）  

当社は、建物(建物付属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定率法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物      15～50年  

  機械及び装置    12年 

  (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針
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  (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  (4) 長期前払費用 

      定額法によっております。 

  

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。  

  

６ 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

期末現在に有する売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。 

  (3) 品質保証引当金 

製品売上計上後、当該製品の品質水準向上を求める顧客の要請に応じて発生する運転調整費用等の追

加原価の支払に備えて、過去の実績率に基づき算出した発生見積り額を計上しております。 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

  (5) 環境対策引当金 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によりポリ塩化ビフェニル

（ＰＣＢ）廃棄物を処理することが義務付けられているため、当該処理に要する費用の見積額を計上し

ております。 

  

７ ヘッジ会計の方法 

  (1) ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用しております。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      （ヘッジ手段）為替予約取引 

      （ヘッジ対象）外貨建予定取引 

  (3) ヘッジ方針 

外貨建予定取引の為替変動リスクをヘッジするため、為替予約取引を行っております。 
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  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象である外貨建予定取引とヘッジの手段とした為替予約取引は、重要な条件が同一ですの

で、有効性判定を省略しております。 

  

８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  (1) 消費税等の会計処理 

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

（７）会計方針の変更
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１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社は、社内業績管理単位である製品別の事業部門を基礎とし、経済的特徴・製品の内容等が類似し

ているセグメントを集約した「包装機械」及び「生産機械」の２つを報告セグメントとしております。

 「包装機械」は、各種上包機・製袋充填機・箱詰機・各種ラインシステム・各種圧縮梱包機等の製造

販売をしております。「生産機械」は、各種生産ライン・たばこ関連機械・組立機械・各種検査装置等

の製造販売をしております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一で

あります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

   前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注) １. セグメント利益の調整額△525,943千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総務部・ＣＳ

部等管理部門の人件費・経費等であります。 

     ２. 減価償却費の調整額13,679千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

     ３. セグメント利益は、損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

     ４. 資産については、事業セグメントに配分しておりません。 

  

（８）財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(単位：千円)

包装機械 生産機械 合計
調整額

(注)１・２

財務諸表計上額

(注)３

売上高

  外部顧客への売上高 3,505,091 1,410,111 4,915,203 ― 4,915,203

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,505,091 1,410,111 4,915,203 ― 4,915,203

セグメント利益 34,082 161,111 195,194 △525,943 △330,749

その他の項目

 減価償却費 82,648 40,303 122,952 13,679 136,632
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   当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
(注) １. セグメント利益の調整額△514,410千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総務部・ＣＳ

部等管理部門の人件費・経費等であります。 

     ２. 減価償却費の調整額12,647千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

     ３. セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

     ４. 資産については、事業セグメントに配分しておりません。 

  

  

  

  

１．関連会社に関する事項 

  

 
  

  

２．開示対象特別目的会社に関する事項 

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。 

  

  

(単位：千円)

包装機械 生産機械 合計
調整額

(注)１・２

財務諸表計上額

(注)３

売上高

  外部顧客への売上高 3,610,570 2,425,962 6,036,532 ― 6,036,532

  セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 3,610,570 2,425,962 6,036,532 ― 6,036,532

セグメント利益 67,289 454,984 522,274 △514,410 7,864

その他の項目

 減価償却費 70,555 59,237 129,792 12,647 142,439

(持分法投資損益等)

前事業年度

(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)

当事業年度

(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

関連会社に対する投資の金額 12,693千円 12,693千円

持分法を適用した場合の投資の金額 252,209千円 267,743千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 13,017千円 15,627千円
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１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

   

 
(注)  潜在株主調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

また、前事業年度につきましては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

      

  

  

  
該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 160.51円 167.13円

  (算定上の基礎)

純資産の部の合計額（千円） 2,316,659 2,411,619

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,316,659 2,411,619

普通株式の発行済株式数（株） 14,520,000 14,520,000

普通株式の自己株式数（株） 86,959 90,062

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数（株）

14,433,041 14,429,938

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益金額又は 
    当期純損失金額(△)

△17.54円 5.74円

  (算定上の基礎)

当期純利益又は当期純損失(△) （千円） △253,228 82,767

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△) （千円）

△253,228 82,767

期中平均株式数（株） 14,436,237 14,431,572

(重要な後発事象)
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①代表者の異動 

 該当事項はありません。 

  

②その他の役員等の異動（平成24年６月28日付予定） 

 １．新任取締役候補 

  取締役        長友 康夫 

 ２．退任予定取締役 

  常務取締役      成田 行生 

  

  

５．その他

（１）役員の異動
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